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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】エネルギー消費が最小限の、信頼性の高い年間
時計カレンダーシステムを提供する。
【解決手段】日付モバイルと、日付モバイルの位置を割
り出すための第１装置と、日付モバイルの位置を割り出
すための第２装置４と、第１及び第２割出装置の少なく
とも１つを起動及び停止するための要素７０、３ｂ、４
ｂ、４０と、を含む、時計カレンダーシステムであって
、第１及び第２割出装置の一方または他方による日付モ
バイル１の割出は、互いに排他的である、
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　日付モバイル（１）と、
　前記日付モバイルの位置を割り出すための第１装置（３）と、
　前記日付モバイルの位置を割り出すための第２装置（４）と、
　前記第１及び第２割出装置の少なくとも１つを起動及び停止するための要素（７０、３
ｂ、４ｂ、４０）と、
を含む、時計カレンダーシステム（１００）であって、
　前記第１及び第２割出装置の一方または他方による前記日付モバイル（１）の割出は、
互いに排他的である、
時計カレンダーシステム（１００）。
【請求項２】
　前記起動及び停止要素は、
　前記第１割出装置を停止するための第１装置（７０、３ｂ、４ｂ）と、
　前記第２割出装置を起動するための第２装置（７０、４０）と、
を含み、
　前記日付モバイルが駆動され小の月から翌月に通過するときに、前記第１停止装置（７
０、３ｂ、４ｂ）は前記第１割出装置を停止させ、前記第２起動装置（７０、４０）は前
記第２割出装置を起動させる、
請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　小の月から翌月へ通過する前の１日、または２日間、または３日間、前記第１停止装置
（７０、３ｂ、４ｂ）は前記第１割出装置を停止するよう配置され、前記第２起動装置（
７０、４０）は前記第２割出装置を起動するよう配置される、及びまたは、初期状態にお
いて、即ち残りの間、前記第１停止装置（７０、３ｂ、４ｂ）は前記第１割出装置を起動
するよう配置され、前記第２起動装置（７０、４０）は前記第２割出装置を停止するよう
配置される、
請求項２に記載のシステム。
【請求項４】
　前記システムは、前記日付モバイルを駆動するための要素（２）を含み、前記第１割出
装置（３）は前記駆動要素の各動作により前記日付モバイルを１ステップ移動させ、前記
第２割出装置（４）は小の月の３０日目の終わりに発生する前記駆動要素の各動作により
前記日付モバイルを２ステップ移動させる、
請求項２または３に記載のシステム。
【請求項５】
　前記第１割出装置を停止するための前記第１装置（７０、３ｂ、４）は、制御カム（７
０）を含み、及びまたは、前記第２割出装置を起動するための前記第２装置（７０、４０
）は、制御カム（７０）を含む、
請求項２から４のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項６】
　前記第２割出装置は、前記制御カム（７０）と、特にレバー（４）上のローラー（４ｃ
）を介して、協働するよう、特に接触により協働するよう適合される、請求項５に記載の
システム。
【請求項７】
　前記第１割出装置を停止するための前記第１装置（７０、４）は、前記第１割出装置を
前記日付モバイルと協働する位置から離れるよう移動させ、前記第２割出装置が前記日付
モバイルと協働するときに前記第２割出装置に前記第１割出装置の前記第１戻りばね（３
０）のトルクを供するための、前記第２割出装置上の第２斜面（４ｂ）と協働する前記第
１割出装置上の第１斜面（３ｂ）を含む、
請求項２から６のいずれか一項に記載のシステム。
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【請求項８】
　前記第１割出装置は、ジャンパー（３）、特にジャンパーヘッド（３ａ）と、第１戻り
ばね（３０）とを含む、請求項１から７のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項９】
　前記ジャンパー（３）、特に前記ジャンパー（３）の前記ヘッド（３ａ）は、前記第１
戻りばね（３０）の効果により、前記日付モバイルの第１歯列（１ａ）と協働するよう適
合される、
請求項８に記載のシステム。
【請求項１０】
　前記第２割出装置は、ヘッド（４ａ）、特にローラー（４ａ）を有するレバー（４）と
、第２戻りばね（４０）とを含む、
請求項１から９のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記レバー（４）、特にヘッド（４ａ）は、前記第１戻りばね（３０）及びまたは前記
第２戻りばね（４０）の効果により、前記日付モバイルの第２歯列（１ｂ）と協働するよ
う適合される、
請求項１０に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記第２歯列（１ｂ）は、前記ローラー（４ａ）が前記日付モバイルを、前記日付モバ
イルの２ステップにわたり駆動可能にするためのカム表面（１０ｂ*）を有する、
請求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　前記第１及び第２割出装置は同一の軸（Ｐ）周りに回転可能であり、前記軸（Ｐ）周り
の前記第２割出装置にかかる戻りトルクは、前記軸（Ｐ）周りの前記第２割出装置の戻り
トルクよりも小さい、特に５倍小さい、または１０倍小さい、
請求項１から１２のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記システムは、前記瞬時ジャンプ型である、
請求項１から１３のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項１５】
　請求項１から１４のいずれか一項に記載のシステム（１００）を含む、時計ムーブメン
ト（１１０）。
【請求項１６】
　請求項１から１４のいずれか一項に記載のシステム（１００）、または請求項１５に記
載の時計ムーブメント（１１０）を含む、時計（１２０）、特に腕時計。
【請求項１７】
　日付モバイル（１）と、
　前記日付モバイルの位置を割り出すための第１装置（３）と、
　前記日付モバイルの位置を割り出すための第２装置（４）と、
　前記第１及び第２割出装置の少なくとも１つを起動及び停止するための要素と、
を含む時計カレンダーシステム（１００）の作動方法であって、
　前記方法は、小の月から翌月に日付が通過するときに、前記第１割出装置の停止と、前
記第２割出装置の起動とを行うことを含む、
方法。
【請求項１８】
　前記方法は、大の月から翌月に日付が通過するときに、前記第１割出装置の起動を維持
し、前記第２割出装置の非活動を維持することを含む、
請求項１７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、時計カレンダーシステム、特に年間または万年時計カレンダーシステムに関
する。本発明はまた、当該システムを含む時計ムーブメントに関する。本発明はまた、当
該システムまたは当該ムーブメントを含む時計、特に腕時計に関する。本発明は最後に、
当該時計カレンダーシステム、当該ムーブメント、または当該時計の作動方法に関する。
【０００２】
　特許文献１から、日車を駆動するための２つの運動学的システムを含む年間カレンダー
機構が知られている。第１カレンダー駆動モバイルは、毎日、日車の第１ジャンプを可能
とする。修正モバイルと呼ばれる第２カレンダー駆動モバイルは、３０日からなる月の月
末に日車の追加ジャンプを可能とする。後者は、レバー上を旋回し、その角度位置は月カ
ム及び戻りばねにより制御される。このような種類の構造は、多数の部品、特にばね及び
レバーを必要とし、大量のエネルギーを消費する。更に、このような機構の作動の順序付
けが理由で、小の月の月末におけるカレンダーの高品質な瞬時日付ジャンプを達成するこ
とは非常に難しい。
【０００３】
　特許文献２から、３０日からなる各月の月末に、従来のカレンダー駆動モバイルと連結
して作動する、日車を駆動するためのレバーを採用する年間カレンダー機構が知られてい
る。駆動レバー上に設置されたローラーは、日車の外周のカムと常時協働するよう適合さ
れる。月の間中、レバーはカムのプロファイルを介してばねを充填可能にすることで、追
加日付ジャンプに必要なエネルギーを蓄積する。プロファイルは、ばねが生成する力の効
果により、レバーとそのローラーが日車を追加のステップ分前進することが可能なように
、急な傾斜で終わっている。ここでばねの大きさは、従来の割出ジャンパーが提供する日
車の保持トルクを乗り越え可能な大きさであり、これはエネルギー消費の点で、最適より
も小さい。更に、ばねの効果のため、レバーのローラーは常時日車に重みをかけており、
このためカレンダーの簡単な調整を可能にするためには、ばねの力を調整する補助装置が
推奨されている。
【０００４】
　特許文献３から、局地的に日車に作用する特徴を有する、駆動レバーを含む年間カレン
ダー機構が知られている。各月の月末において、日車のジャンプの回数は、レバーが実施
すべき角度移動の関数である。このため、レバーは、日車の駆動に必要なエネルギーを貯
蔵するよう適合されたカレンダーカムと、レバーの角度移動の振幅を定義するよう適合さ
れた年間カムとの両方で制御される。駆動レバーの作動用ばねは、日車の２つの角度ステ
ップにわたり日車を保持するトルクを乗り越え可能な大きさであり、これはエネルギーの
観点から好ましくない。更に、レバーが日車の歯列と相互作用中にカレンダーの調整を可
能にするため、日車と日車を駆動するレバーとの間の解放機構が必要である。
【０００５】
　特許文献４から、日車のその位置への保持を補助する装置が知られている。この文献は
、日車を駆動していないときは、二重日付ジャンプの危険性を全て防止するために日車割
出ジャンパーに作用する固定部材を開示する。
【０００６】
　最後に、特許文献５から、日車のその位置への保持を補助する装置が知られている。こ
の文献は、日付の調整時の抵抗トルクを最小限にするための補助修正機構によって作動可
能な、日車の割出ジャンパーを固定する部材を開示する。
【０００７】
　このように、既知の先行技術の年間カレンダーは、伝統的に、月補助車またはカムと協
働するよう適合される１つまたは２つのカレンダー駆動モバイルが備えられる。当該要素
は、場合によっては追加レバー及びばねによって、各小の月の月末に二重日付ジャンプ機
構を制御する。この種類の構成は、特に繊細な作動の連続を引き起こしかねない。３０日
からなる月の月末の二重日付ジャンプは、日車を駆動する２つの異なる運動学的システム
の作動の順序付けと、このようなジャンパーが必要とする追加エネルギーから、問題とな
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る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】欧州特許出願公開第０９８７６０９号
【特許文献２】欧州特許出願公開第１３３５２５３号
【特許文献３】スイス特許出願公開第７０６７９９号
【特許文献４】欧州特許出願公開第１９６２１５２号
【特許文献５】欧州特許出願公開第２１８０３８３号
【特許文献６】欧州特許出願公開第２４２８８５５号
【特許文献７】欧州特許出願公開第２４２８８５６号
【特許文献８】欧州特許出願公開第２６２４０７５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、上述の欠点を除去し、既知の先行技術の時計カレンダーシステムの向
上を可能とする、時計カレンダーシステムを提供することである。特に、本発明は、エネ
ルギー消費が最小限の、信頼性の高い年間時計カレンダーシステムを提供する。
【００１０】
　本発明に係る時計カレンダーシステムは、請求項１に定義される。
【００１１】
　システムの様々な実施形態は、従属請求項２から１４に定義される。
【００１２】
　本発明に係るムーブメントは、請求項１５に定義される。
【００１３】
　本発明に係る時計は、請求項１６に定義される。
【００１４】
　本発明に係る作動方法は、請求項１７に定義される。
【００１５】
　当該方法の実施形態は、従属請求項１８に定義される。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図２】図２は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図３】図３は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図４】図４は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図５】図５は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図６】図６は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図７】図７は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図８】図８は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
【図９】図９は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステムの一
実施形態を例として図示する。
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【図１０】図１０は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１１】図１１は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１２】図１２は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１３】図１３は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１４】図１４は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１５】図１５は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１６】図１６は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１７】図１７は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１８】図１８は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図１９】図１９は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図２０】図２０は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【図２１】図２１は、本発明に係るカレンダーシステムの、特に年間カレンダーシステム
の一実施形態を例として図示する。
【発明の詳細な説明】
【００１７】
　本発明に係る時計１２０の一実施形態を、図１を参照して以下に説明する。時計は、と
りわけ腕時計であってよい。時計はムーブメント１１０を、好ましくは機械式ムーブメン
トを含む。
【００１８】
　図１に示すムーブメント１１０の実施形態は、時計カレンダーシステム１００、特に年
間カレンダーシステムを含む。
【００１９】
　図１から２１に示す時計カレンダーシステム１００の実施形態は、有利には、
―日付モバイル１、
―日付モバイルの位置を割り出すための、第１装置３、
―日付モバイルの位置を割り出すための、第２装置４、および
―第１及び第２割出装置の少なくとも１つを起動及び停止するための要素７０、４ｂ
を含む。
【００２０】
　日付表示モバイルは、例えば日付表示盤または日車である。
【００２１】
　第１及び第２割出装置のいずれか一方による日付モバイル１の割り出しは、好ましくは
互いに排他的である。換言すれば、日付モバイル１は、第１及び第２割出装置の少なくと
も１つを起動または停止するための要素の状態に応じて、第１及び第２割出装置の一方ま
たは他方により割り出される。この目的で、起動及び停止要素は、第１及び第２割出装置
を互いに排他的に起動または停止するための要素であってもよい。このため、時計カレン
ダーシステムは、他方の割出装置が起動中に、一方の割出装置を停止する手段を含む。一
方の割出装置を停止する手段は、ピンまたはスタッドまたはその他の斜面であってもよい
。
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【００２２】
　このため、カレンダーは、年間または万年カレンダーを製作するために、３０日からな
る月と、３０日より少ない日からなる月と、３１日からなる月とを認識できるように適合
される。
【００２３】
　このため、カレンダーシステム１００は、図１及び２に特に表示されるように、日付表
示板の第１割出装置３または第２割出装置４のいずれかにより角度的に位置決めまたは割
り出し可能な日付表示盤１の使用により、区別される。上述のように、第１及び第２割出
装置のいずれか一方による日車の割り出しは、相互に排他的である。換言すれば、第１割
出装置３が日付表示盤１の角度位置を割り出すときには第２割出装置４は日付表示盤１の
角度位置を割り出さず、第２割出装置４が日付表示盤１の角度位置を割り出すときには第
１割出装置３は日付表示盤１の角度位置を割り出さない。
【００２４】
　第１割出装置は、有利にはジャンパー３、特にジャンパーヘッド３ａと、戻りばね３０
とを含む。ジャンパー３、特にジャンパー３のヘッド３ａは、戻りばね３０の効果により
、日車の第１歯列１ａと協働、特に接触により協働するよう適合される。
【００２５】
　第２割出装置は、有利にはヘッド４ａ、特に第１ローラー４ａを有するレバー４と、戻
りばね４０とを含む。レバー４、特にヘッド４ａは、日車の第２歯列１ｂと協働、特に接
触により協働するよう適合される。第２歯列１ｂは、第２割出装置が、特にローラー４ａ
によって、日車の２ステップにわたり日車を駆動可能にするため、カム表面１０ｂ*を有
する。
【００２６】
　このように、盤１は、２つの別個の歯列１ａ、１ｂを有する。第１歯列１ａは、歯１０
ａを３１本含む。歯１０ａは、一方では日車の駆動用要素２と、他方ではジャンパー３と
、協働、特に相互の干渉により協働するよう適合される。第２歯列１ｂは、特にレバー４
と協働するよう適合される歯を少なくとも１本、特に歯１０ｂを３本含む。第１割出装置
、特にジャンパー３、及び第２割出装置、特にレバー４は、例えば回転運動可能、特に同
一の旋回軸Ｐ周りに回転運動可能である。レバー４は、有利には、以下に図３を参照して
より詳細に説明するように、手段３ｂ、３ｃ、４ｂ、４０経由で歯列１ａと接触すること
を防止するために、ジャンパー３を制御可能である。
【００２７】
　カレンダーシステムの従来の、または初期設定の操作において、日付表示盤１の角度位
置は、２つの連続する歯１０ａと協働するように一致されるジャンパー３のヘッドまたは
くちばし３ａにより定義される。このため、ジャンパー３のばね３０は、図１、図２に示
すように、軸Ｐ周りの抵抗トルクＭを発生し、盤１が駆動要素により負荷がかけられてい
ないときにくちばし３ａを歯１０ａに対して配置できるように、ムーブメントのフレーム
に固定されるピンＧにより充填されるように適合される、ばね腕３０の形状を取る。
【００２８】
　駆動要素２は、図４に示すように、完全に従来の構造であってもよい。駆動要素２は、
歯１０ａを日車１の角度ステップにわたり駆動するように適合される、駆動爪２ａを含む
。駆動要素２はまた、２４時間毎に完全に一周し、基本ムーブメントの車６に接続される
カレンダー車５と、駆動爪２ａが真夜中丁度に盤１を瞬時に駆動できるよう、エネルギー
蓄積器８、８ａ、９と協働するよう適合されるカム７とを含む。蓄積器は、ローラー８ａ
を有するレバー８を含む。ばね９は、ローラー８ａがカム７に重みをかけるよう、レバー
８を付勢するように適合される。カム７は、駆動爪２ａに固定される。車５とカム７との
間の解放手段は、例えばカム７に打ち込まれるピン７ａと協働するよう形づけられた、車
５のプレート上の楕円形の切欠き５ａなど、従来の手段で実施されても良い。代替的に、
解放手段は、出願人の特許出願である特許文献６に開示するような、クリッピングシステ
ムで代替されても良い。
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【００２９】
　一日を通じて、車５はカム７を駆動し、ばね９をカム７のプロファイルとレバー８とで
充填することで、爪２ａが瞬時にジャンプするのに必要なエネルギーを蓄積する。日付が
移行する直前、ローラー８ａはカム７のプロファイルの頂点に到達する。日付の移行は、
レバー８とそのローラー８ａ経由で、カム７と爪２ａへ急な回転運動を伝えるために、ば
ね９が蓄積したエネルギーを出力することにより、一秒未満で実行される。爪２ａはこれ
により、図５に示すように、少なくともくちばし３ａが歯の頂点１０ａを通過するまで、
盤１の少なくとも角度の半ステップ分にわたり、維持トルクＭを乗り越える。歯の頂点を
超えると、図６に示すように、ばね腕３０はエネルギーを出力し、盤１を次の日に位置変
更する。
【００３０】
　カレンダー機構の従来の操作において、特に３１日の月の月末において、レバー４はジ
ャンパー３になんら影響を与えない。このため、第１割出装置が起動し、第２割出装置が
停止する。
【００３１】
　ばね腕４０の形状を取るばね４０は、図７に示すように、軸Ｐ周りに抵抗トルクＭ’を
発生させ、それによりムーブメントのフレームに固定される斜面Ｂに対してレバー４の明
確な位置決めを可能とするため、ジャンパー３のピン３ｃにより、特にくちばし３ａのス
ペーサー３ｃにより、予め応力を与えられる。ばね腕４０は、トルクＭ’がトルクＭより
著しく低く、歯列１ａに対するくちばし３ａの位置決めと移動になんら影響しないという
ものである。例えば、トルクＭ’は、トルクＭより１０倍低い。
【００３２】
　当該構成において、レバー４の第１端部に配置されるローラー４ａは、図７に示すよう
に、歯列１ｂに届かない。このため、３１日からなる月の月末において、図４から６に示
すように、日付ジャンプは従来通り実行される。
【００３３】
　起動及び停止要素は、好ましくは第１割出装置を停止するための第１装置７０、３ｂ、
４ｂと、第２割出装置を起動するための第２装置４０、７０とを含む。日車が小の月から
翌月に移行するために駆動されるとき、第１停止装置７０、３ｂ、４ｂは第１割出装置を
停止するものであり、第２停止装置は第２割出装置を起動するものである。
【００３４】
　小の月から翌月への移行の前の１日、または２日間、または３日間、第１停止装置７０
、３ｂ、４ｂは好ましくは第１割出装置を停止するように配置され、第２起動装置７０は
好ましくは第２割出装置を起動するように配置される。
【００３５】
　これに加えまたはこれに代えて、第１停止装置７０、３ｂ、４ｂは、既定では第１割出
装置が起動されるように配置され、第２起動装置４０、７０は、様々な月で、特に小の月
から翌月へ移行する前の日々を除き、大の月から翌月へ移行する前の日々に停止されるよ
うに配置される。
【００３６】
　第１割出装置を停止するための第１装置７０、３ｂ、４ｂは、制御カム７０を含んでも
よい。第１割出装置を停止するための第１装置７０、３ｂ、４ｂは、第１割出装置を日車
と協働する位置から移動させ、第２割出装置が日車と協働するときに第１割出装置の第１
戻りばね３０のトルクを第２割出装置に供するために、第１割出装置上に、第２割出装置
上の第２傾斜４ｂと協働する第１傾斜３ｂを含んでもよい。
【００３７】
　初期状態において、 第１割出装置は、第１ばね３０の効果で起動される。その後、第
１割出装置を停止するための第１装置は、第１ばね３０の効果により、ジャンパー３と日
車１との協働を阻止することができる。
【００３８】
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　第２割出装置を起動するための第２装置４０、７０は、制御カム７０を含んでもよい。
第２割出装置は、カム７０と、特にレバー４上の第２ローラー４ｃ経由で、協働するよう
適合されてもよい。第２割出装置を起動するための第２装置はこのため、ローラー４ａが
歯列１ｂと協働可能なように、第２ばね４０を抑制することができる。
【００３９】
　その後、３０日からなる月の月末に、特に２８日目から２９日目への移行にあたり、レ
バー４上のローラー４ａは、歯列１ｂの第１歯１０ｂにより作動されるように位置決めさ
れる。このため、レバー４は、以下に図８を参照して説明するように、例えば車１ｃ、６
０、７０ｃを介して、日車１に運動学的に連結される年間カム７０により位置決めされて
もよい。当該構成の場合、レバー４の第２端部に配置されるローラー４ｃは、第２ばね４
０の効果により、カム７０の外側周囲７０ａに重みをかける。
【００４０】
　小の月または３０日からなる月の月末の、例えば４月末の日付ジャンプを、以下に説明
する。図８は、４月２８日から２９日への日付ジャンプ直前の、４月２８日の年間カレン
ダー機構を示す。当該構成において、レバー４上のローラー４ａは、歯列１ｂの第１歯１
０ｂにより駆動されるように、位置決めされる。
【００４１】
　図９に図示するように、４月２８日から２９日に日付が移行するとき、第１歯１０ｂが
ローラー４ａに作用し、これによりレバー４の軸Ｐ周りの回転が誘発される。レバー４の
移動に伴い、レバー４は、くちばし３ａが歯列１ａから解放されるよう、ジャンパー３の
側面３ｂと協働するよう適合されたピン４ｂを介してジャンパー３を作動する。図１０に
示すように、日付ジャンプが実行されると、日付表示盤１の角度位置は、２つの連続する
歯１０ｂと協働するよう一致された、レバー４のローラー４ａにより定義される。
【００４２】
　歯列１ｂは、レバー４により、２８日から３０日に日付が移行するにつれ、ばね腕３０
が小の月の月末に盤１の追加ジャンプを可能とするために必要なエネルギーを蓄積するよ
うに構成される。更に詳しくは、歯列１ｂは、歯列１ａに対するくちばし３ａの作動を防
止するのと同時に、ばね腕３０の補足的な充填を可能にするよう適合される。歯列１ｂは
、好ましくは、ジャンパー３とレバー４の組み合わせが軸Ｐ周りに少なくともＭに等しい
抵抗トルクを発生し、これにより日車１が駆動爪２ａにより負荷がかけられていないとき
に日車１の角度位置を適切に維持することを可能にするよう、一致される。歯列１ｂがロ
ーラー４ａにより割り出されているときに日付ジャンプを実行するためにエネルギー蓄積
器８、８ａ、９が必要とするエネルギーは、有利には、歯列１ａがくちばし３ａにより割
り出されているときの日付ジャンプを実施するのに必要なエネルギーよりも小さい。この
ため、部品の寸法、特に歯列１ｂの寸法と、素材の選択は、摩擦による損失を減少させる
よう最適化される。例えば、ローラー４ａは、レバー４の端部に旋回可能に搭載される石
４ａの形状をとってもよい。
【００４３】
　図１１は、４月３０日のカレンダー機構を示す。当該構成において、レバー４のローラ
ー４ａは、歯列１ｂの最後の連続する２本の歯１０ｂに押しつけられる。歯列１ｂは、ジ
ャンパー３のばね腕３０が出力しピン４ｂを介してレバーに作用する力の効果で、レバー
４とそのローラー４ａが日車を追加ステップ分、または２ステップ分前進させることが可
能なように、急勾配の側面１０ｂ*で終わるという特徴を有している。
【００４４】
　図１２から図１４に示すように、日付が４月３０日から５月１日に移行するとき、駆動
爪２ａは最初に盤１を、図１２に示すように最後の歯１０ｂが少なくともローラー４によ
って超えられるまで、日車の半角度ステップ分の少なくとも１つにわたり駆動する。追加
の日付ジャンプは、図１５に示すように、次の日に盤１を再位置決め可能にするためにく
ちばし３ａが歯列１ａと少なくとも再度接触するまで、図１３、図１４に示すように、ロ
ーラー４ａと急勾配の側面１０ｂ*の協働による第２ステップで実行される。
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【００４５】
　図１５は、５月１日のカレンダー機構を示す。当該構成において、ローラー４ａは歯列
１ｂから解放され、本実施形態においてローラー４ｃは、ばね腕４０の効果により、カム
７０の外周７０ａに重みをかけ続ける。当該カムは当月中、例えば図１６に示すように第
１日から第２日への移行中、回転移動可能である。このために、盤１はここでは盤１の外
周の１本の歯１０ｃの形を取る第３歯列１ｃを有する。当該歯は、設定車６０ｃ、７０ｃ
経由でカム７０に運動学的に連結するモバイル６０の設定車６０ａと協働するよう適合さ
れる。カレンダー機構の初期設定の操作において、カム７０の角度位置は、歯のバックラ
ッシュを除き、マルタ十字の原理に基づき動作する角度固定部材６０ｂと協働するよう適
合される、盤１の外周１ｄにより、保証される。このような種類の連結は、出願人による
特許文献７や特許文献８に開示される連結に類似する。
【００４６】
　図１６は、５月１日から２日への移行における日付ジャンプを示す。ばね腕４０が生成
する力の影響を理由として、カム７０の回転が、レバー４の動きを、ムーブメントの枠に
固定された斜面Ｂに達するまで、引き起こす。当該構成において、ローラー４ａは歯列１
ｂに到達せず、カム７０の周囲７０ａによりレバー４が再度移動されるまでその状態を維
持する。このため、レバー４は３１日からなる月の月末では動作不能である。ジャンパー
３のくちばし３ａのみが、日車の角度位置を割り出すよう適合されており、これにより１
日のみの日付ジャンプを可能とする。例示として、図１８から２１は、５月２８日から５
月３１日の期間のカレンダー機構を示す。
【００４７】
　本実施形態において、歯列１ｂは、２８日目から２９日目への移行が起こるや否やレバ
ー４に作用可能となる。換言すれば、追加の日付ジャンプに必要なエネルギーは、日車の
３回のジャンプにわたり蓄積される。このため、図１６に示すように、盤１の回転軸を中
心とする円の半径であり最初の２つの連続する歯１０の底の間の隙間を通過する半径Ｒ１
は、盤１の回転軸を中心とする円の半径であり最後の２つの連続する歯１０の底の間の隙
間を通過する半径Ｒ２よりも大きい。同様に、図１５に示すように、盤１の回転軸を中心
とする円の半径であり最初の歯１０の上部を通過する半径Ｒ３は、盤１の回転軸を中心と
する円の半径であり２番目の歯１０の上部を通過する半径Ｒ４よりも大きく、半径Ｒ４は
盤１の回転軸を中心とする円の半径であり最後の歯１０の上部を通過する半径Ｒ５よりも
大きい。もちろん、日車の異なる回数のジャンプによりエネルギーを蓄積するよう、歯列
１ｂを適合してもよい。
【００４８】
　このように、第１割出装置３は日車が駆動要素の各作動により１ステップずつ移動され
るよう、第２割出装置４は日車が小の月または３０日からなる月の３０日目の最後に行わ
れる駆動要素の作動により２ステップ移動されるよう、構成される。
【００４９】
　本発明の方法の実施モードの１つを、以下に説明する。当該方法は、例えば上述のカレ
ンダーシステムの作動を管理するもので、以下のものを含む。
－　日車１、
－　日車の位置を割り出すための第１装置３、
－　日車の位置を割り出すための第２装置４、および
－　第１及び第２割出装置の少なくとも１つを起動及び停止するための要素。
【００５０】
　当該方法は、同様にムーブメントまたは時計の作動を管理してもよい。
【００５１】
　当該方法は、小の月から翌月への日付の移行のために第１割出装置を停止し第２割出装
置を起動することを含む。
【００５２】
　このように、第１及び第２割出装置は、月末から翌月への移行にあたり、選択的に起動
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される。この起動は、好ましくは互いに選択的であり、即ち割出装置の一方が起動される
ときに他方は起動されない。このように、日車１は、第１及び第２割出装置の少なくとも
１つを起動または停止するための要素の状態に応じて、第１及び第２割出装置の一方又は
他方により割り出される。
【００５３】
　第１割出装置は、好ましくは初期状態で、特に大の月の途中及び月末において、起動さ
れる。他方、第２割出装置は小の月の月末のみ、即ち小の月前の最後の日または最後の数
日間、特に最後の２日間または最後の３日間、起動される。特に第２割出装置は好ましく
は２月、４月、６月、９月、及び１１月の最後の日または最後の数日起動される。
【００５４】
　もちろん、割出装置は、一旦、割出装置が１日目において第１の日付に実際に日車をそ
の位置に割出し、割出装置が１日目の直後に訪れる２日目において第２の日付に実際に日
車をその位置に割出した時点で、日付変更の過渡期においても起動されることが理解され
なければならない。
【００５５】
　上述のカレンダーシステムは、ジャンパー３を抑制可能に適合されたレバー４を提案す
るという主たる利点を有する。このため、追加の日付ジャンプの瞬間に乗り越えなければ
ならないジャンパー３が発生する抵抗トルクは存在しない。更に、出願人の研究によれば
、ローラー４ａにより歯列１ｂが割り出されているときに日付ジャンプを可能とするため
にエネルギー蓄積器８、８ａ、９が必要とするエネルギーは、歯列１ａがくちばし３ａに
より割り出されているときに日付ジャンプを可能とするために必要なエネルギーよりも小
さいことが判明した。このため、上述の年間カレンダーシステムは、単純なカレンダーシ
ステムと同等のエネルギー消費を有する。
【００５６】
　上述のシステムの実施形態において、駆動要素２は瞬時ジャンプ型である。代替的に、
駆動要素２は、半瞬時ジャンプまたは引きずり型駆動要素の形態をとってもよい。エネル
ギー蓄積器８、８ａ、９は、歯１０ａに対して駆動爪を直接作動させるよう適合されたば
ねの形態をとってもよい。
【００５７】
　上述のシステムの実施形態において、盤１は内部歯列１ａ、１ｂを有する。代替的に、
歯列１ａ及び１ｂは外部歯列であってもよい。当該代替的構成において、盤１は例えば日
付表示を表示するポインタを上部に搭載する車の形態を取ってもよい。代替的に、盤１は
「ラージデイト」を表示する機構を作動するよう適合されてもよい。
【００５８】
　上述のシステムの実施形態において、レバー４はカム７０により直接作動される。もち
ろん、レバー４は追加駆動レバーを介して駆動されてもよい。カム７0は、月の表示を表
示するよう適合されてもよく、月表示部材を構成してもよい。当該実施形態において、カ
ム７０は月の間は日車１により作動される。もちろん、カム７０は、３１日目から翌月の
１日目への移行にあたり作動されても良い。このため、レバー４または当てはまる場合に
は駆動レバーは、補助駆動装置により作動されてもよい。代替的に、月は、例えば日付表
示盤と運動学的に連結される月表示盤を介して、例えば特許文献７及び特許文献８に開示
する装置により表示されてもよい。
【００５９】
　上述のカレンダーシステムの実施形態は、このため、瞬時ジャンプ型の従来のカレンダ
ー駆動要素と連動して、３０日からなる各月の月末に動作するカレンダー駆動レバーを使
用する。当該実施形態のレバーは、日車の角度割出を可能とするよう適合されている点で
異なる。このような構成は、エネルギー消費が最低限の、完全に瞬時の年間カレンダー装
置の使用を可能とする。万年カレンダーは、例えば日車の追加駆動要素を介して、このよ
うな構成に基づき製造が可能である。
【００６０】
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　上述の実施形態において、日車の駆動レバーは、局地的に日車に作用するという特徴を
有する。カレンダーシステムのいくつかの構成において、駆動レバーは日車の角度位置を
割り出すよう適合されており、このため従来の日付ジャンパーを引き継ぐよう適合されて
いる。追加ステップ分日車を移動させるために必要なトルクは、好ましくは、日車を割り
出すためのジャンパーによって生成される。駆動レバーの移動を可能とするトルクは、こ
のため日車を割り出すために必要なトルクに付加されない。更に、カレンダー駆動要素は
、日車を１角度ステップのみジャンプ可能に適合された、単純なカレンダーのカレンダー
駆動要素と同様のサイズであってもよい。このような構成は、エネルギーと開発の意味で
特に好ましい。
【符号の説明】
【００６１】
１　　日付モバイル
３　　第１割出装置
４　　第２割出装置
５　　カレンダー車
７　　カム
８　　レバー
９　　ばね
３０　戻りばね
４０　戻りばね
７０　カム
１００　時計カレンダーシステム
１１０　ムーブメント
１２０　時計

【図１】 【図２】
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